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 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 第197期及び第198期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

第197期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第197期 

第３四半期連結 
累計期間 

第198期 
第３四半期連結 

累計期間 
第197期 

会計期間 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
４月１日 

至平成25年 
12月31日 

自平成24年 
４月１日 

至平成25年 
３月31日 

売上高（百万円） 45,774  49,148  65,552

経常利益（百万円） 308  1,456  1,130

四半期（当期）純利益（損失） 

（百万円） 
△17  1,069  644

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
△4  1,174  710

純資産額（百万円） 14,445  17,080  15,161

総資産額（百万円） 55,391  57,782  54,684

１株当たり四半期（当期）純利益

（損失）（円） 
△0.14  8.54  5.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
－  －  －

自己資本比率（％） 25.5  28.9  27.1

回次 
第197期 

第３四半期連結 
会計期間 

第198期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
10月１日 

至平成25年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益（円） 5.43  7.63
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 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

 (1) 業績の状況 

   当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策を背景に、生産や輸出の持ち直しによ

り企業収益に改善が見られ、個人消費は底堅く推移するなど景気は緩やかな回復の傾向をたどりました。  

 建設業界におきましては、震災の復興関連予算や大型補正予算の執行により公共投資は堅調に推移し、民間設

備投資は持ち直しの動きが見られました。 

    このような状況の下で、当社グループは業績の向上に努めてまいりました結果、売上高は前年同期比7.4％増

の491億円、損益につきましては、営業利益15億円（前年同期は営業利益６億円）、経常利益14億円（前年同期

は経常利益３億円）、四半期純利益10億円（前年同期は四半期純損失17百万円）となりました。 

     セグメントの業績は次のとおりであります。 

     (建設事業) 

      建設事業を取り巻く環境は、震災の復興関連予算や大型補正予算の執行により公共投資は堅調に推移し、民間

設備投資は持ち直しの動きが見られました。当社グループはそのような状況のもと努力を続けてまいりました結

果、主に受注高が好調に推移したことから、建設事業の売上高は前年同期比6.4％増の475億円、損益につきまし

ては、営業利益20億円（前年同期は営業利益15億円）となりました。 

  

     (不動産事業) 

        不動産事業を取り巻く環境は、景気は緩やかな回復傾向にあるものの、厳しい状態が続いております。当社グ

ループはこのような状況を考慮し販売活動を行いました結果、当社グループの不動産事業の売上高は前年同期比

20.9％増の10億円、営業利益２億円（前年同期は営業利益24百万円）となりました。 

  

 (2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

         当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

 (3) 研究開発活動 

     当第３四半期連結累計期間における研究開発費は100百万円でありました。なお、当第３四半期連結累計期間

において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 (4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

     当社グループの運転資金需要の主なものは、工事施工に伴う材料費・外注費等の営業費用であり、当該支出

は、工事代金及び短期借入で賄っております。また、設備投資資金等については、工事代金及び借入により調達

することにしております。  

     平成25年12月31日現在の有利子負債は、短期借入金１億円、長期借入金64億円となっており、前連結会計年度

末から284百万円減少いたしました。今後も財務体質の改善・効率化を推し進め、有利子負債の圧縮を図る方針

であります。  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次のとおり

行使されております。   

  

該当事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  240,000,000

計  240,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  129,649,939  129,649,939
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数は

1,000株であ

ります。 

計  129,649,939  129,649,939 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  
第３四半期会計期間 

（平成25年10月１日から 
平成25年12月31日まで） 

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の数（個） 
 3,398

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株）  3,398,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 122.1 

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円）  414

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個） 
 6,198

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株） 
 6,198,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円） 
120.1 

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円） 
 744

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

(株) 

発行済株式総数
残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
 －  129,649,939  －  11,374  －  2,843
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 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

   当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

   ①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、6,000株（議決権の数6

個）含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式797株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）上記「自己名義所有株式数」には、当第３四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

に係る新株予約権の行使により交付した株式3,398,000株が含まれております。 

なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」の欄に含まれております。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

  

 退任役員 

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） －            －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  

普通株式     3,491,000
－  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   125,971,000  125,971       －（注）１ 

単元未満株式 普通株式       187,939 － 
 １単元（1,000株）  

未満の株式（注）２ 

発行済株式総数  129,649,939 －   － 

総株主の議決権           －  125,971   － 

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

若築建設株式会社 

東京都目黒区下目

黒二丁目23番18号 
 3,491,000 －  3,491,000  2.69

計 －  3,491,000 －  3,491,000  2.69

２【役員の状況】

役名  職名 氏名 退任年月日 

取締役兼専務執行役員 建設事業部門担当役員(営業担当) 中木戸 明 平成25年12月31日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,714 ※1  13,618

受取手形・完成工事未収入金等 22,606 20,145

販売用不動産 ※1  8,399 ※1  7,467

未成工事支出金等 897 2,027

繰延税金資産 784 752

立替金 1,748 1,616

その他 1,034 1,736

貸倒引当金 △16 △16

流動資産合計 45,168 47,348

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 ※1  3,066 ※1  3,056

機械、運搬具及び工具器具備品 3,977 3,993

船舶 4,245 4,263

土地 ※1  4,729 ※1  5,273

その他 217 553

減価償却累計額 △9,525 △9,600

有形固定資産合計 6,710 7,541

無形固定資産 124 119

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  1,960 ※1  2,067

その他 1,577 1,621

貸倒引当金 △856 △916

投資その他の資産合計 2,680 2,772

固定資産合計 9,516 10,433

資産合計 54,684 57,782
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 21,460 18,912

短期借入金 ※1  100 ※1  128

未払法人税等 235 235

未成工事受入金等 2,975 5,809

引当金 326 414

その他 2,661 3,588

流動負債合計 27,759 29,089

固定負債   

長期借入金 ※1  6,716 ※1  6,403

再評価に係る繰延税金負債 897 897

退職給付引当金 3,914 4,045

その他 235 266

固定負債合計 11,764 11,612

負債合計 39,523 40,701

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,374 11,374

資本剰余金 2,860 2,924

利益剰余金 506 1,575

自己株式 △692 △10

株主資本合計 14,049 15,863

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 78 131

土地再評価差額金 689 689

その他の包括利益累計額合計 768 821

少数株主持分 343 394

純資産合計 15,161 17,080

負債純資産合計 54,684 57,782
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高   

完成工事高 44,635 47,336

不動産事業等売上高 1,139 1,811

売上高合計 45,774 49,148

売上原価   

完成工事原価 40,870 43,057

不動産事業等売上原価 901 1,239

売上原価合計 41,772 44,296

売上総利益   

完成工事総利益 3,765 4,278

不動産事業等総利益 237 572

売上総利益合計 4,002 4,851

販売費及び一般管理費 3,350 3,267

営業利益 651 1,583

営業外収益   

受取利息 9 18

受取配当金 10 31

その他 42 74

営業外収益合計 62 124

営業外費用   

支払利息 196 178

シンジケートローン手数料 168 －

その他 40 73

営業外費用合計 405 252

経常利益 308 1,456

特別利益   

固定資産売却益 0 1

特別利益合計 0 1

特別損失   

投資有価証券評価損 103 0

和解金 16 7

その他 3 0

特別損失合計 123 9

税金等調整前四半期純利益 184 1,448

法人税、住民税及び事業税 118 294

法人税等調整額 37 32

法人税等合計 155 326

少数株主損益調整前四半期純利益 28 1,121

少数株主利益 46 52

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17 1,069
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 28 1,121

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △33 53

その他の包括利益合計 △33 53

四半期包括利益 △4 1,174

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △51 1,122

少数株主に係る四半期包括利益 46 52
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（販売用不動産の保有目的の変更）  

     従来、販売用不動産として保有しておりました不動産の一部(544百万円)について保有目的を変更し、固定

資産（土地）に振り替えて表示しております。  

  

※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

なお、当該担保資産の一部は、下記の担保付債務以外に、非連結子会社と金融機関との間で締結した借入契約

に基づく債務の担保に供されております。  

担保付債務は、次のとおりであります。 

なお、短期借入金には１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。  

   

２．保証債務 

連結会社以外の下記の相手先の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。 

門司港開発株式会社への保証債務の一部は連帯保証であり、当社負担額を記載しております。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

（追加情報）

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

預金 百万円 － 百万円 608

販売用不動産  8,255  7,323

建物  977  949

土地  4,726  5,270

投資有価証券  129  129

計  14,088  14,282

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

短期借入金 百万円 50 百万円 50

長期借入金  6,716  6,297

計  6,766  6,347

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

門司港開発株式会社 百万円 1,176 百万円 1,081

全国漁港漁村振興漁業協同組合連合会  102  102

その他  84  80

計  1,364  1,264

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

減価償却費 百万円 145 百万円 144
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主な内容は船舶監理

業務であります。 

   ２．セグメント利益の調整額△986百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主な内容は船舶監理

業務であります。 

   ２．セグメント利益の調整額△867百万円は、各報告セグメントに帰属しない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
建設事業 不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  44,635  858  45,494  280  －  45,774

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－  －  －  77  △77  －

計  44,635  858  45,494  358  △77  45,774

セグメント利益  1,540  24  1,565  72  △986  651

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２  

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
建設事業 不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  47,502  1,034  48,537  610  －  49,148

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－  3  3  59  △62  －

計  47,502  1,038  48,541  669  △62  49,148

セグメント利益  2,080  289  2,369  82  △867  1,583
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金

額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

    該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△） 
円 銭 △0 14 円 銭 8 54

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 △17  1,069

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円） 
 △17  1,069

普通株式の期中平均株式数（千株）  123,358  125,182

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている若築建設株式会

社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成

25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。  

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、若築建設株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月12日

若築建設株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐野  裕  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 大津 大次郎 印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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